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経営者平均年齢

女性の経営参画

経営

輸出の取組み

輸出先国（上位三ヵ国）

再生可能エネルギーの活用

売上 取組み平均売上高

58.6歳

54.1％
全国平均37.8％

全国平均67.8歳
現在の経営課題

資材コスト  
［2年連続］

香港1位 35先
シンガポール2位 19先

台湾 19先

第1位

稲作

37.8％

54.1％

3億7,558万円2億8,714万円
2022年

2012年

10年前比

約131％

経営規模（全国比）

7.5％……

10年前比

+19pt
24.1％

5.1％

2012 2022

約36倍
露地野菜

約34倍
肉用牛

約29倍

2022年版農業法人白書　（公社）日本農業法人協会 | 調査結果の概要＊ 図表中の割合の合計は、四捨五入の関係で 100% にならない場合がある。
＊ 図中表の N または n は、有効回答数を示している。

調査結果の概要 

調査名 調査期間 調査票配布数 有効回答数 有効回答率

農業法人実態調査 2022 年 10 月～ 2023 年 2 月 2,068 1,412 68.3%

調査対象：公益社団法人日本農業法人協会会員　　　　
実施方法：WEB 及び郵送留置法
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19.8%

18.8%

30.8%

13.1%

7.7%
9.8%

～5,000万円
5,000万円～１億円
１億円～３億円
３億円～10億円
10億円以上
無回答

41.6%

43.2%

12.3%

0.9%
2.0% 株式会社

特例有限会社
農事組合法人
合同会社
その他

28.4%

31.4%
5.2%

22.9%

2.8%
6.4% 2.9%

生産
生産・販売
生産・加工
生産・販売・加工
生産・販売・観光
生産・販売・加工・観光
その他

会社形態 （N=1,412）

■会社形態は、特例有限会社を含む株式会社が84.8％。
■生産以外にも加工や販売など多角化に取組んでいる先は７割超。
■売上規模の回答があった先のうち、１億円以上の先は57.2％、10億円以上の先は8.6％。

22.7%

13.6%

3.2%15.6%
9.3%

14.9%

20.7%

北海道・東北

関東

東海

北信越

近畿

中国・四国

九州・沖縄

地域 （N=1,412）

売上規模 （N=1,412）

経営の多角化 （N=1,412）

57.2%が１億円以上

8.6%が10億円以上
（無回答を除く）

84.8%が株式会社
（特例有限会社も含む）

71.6%が多角化段階

会社形態・売上規模・経営の多角化・地域構成1-1
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稲作
31.7%

野菜
28.3%

果樹
8.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

畜産 18.6%
■養豚 5.4%

■酪農 3.8%

■肉用牛 3.2%

■採卵鶏 4.6%

■ブロイラー 1.2%

■その他畜産 0.4%

その他 12.7%
■麦類・穀類・芋類・工芸 5.5%

■花き 3.8%

■きのこ 2.3%

■その他耕種 1.1%

50.4%

32.0%

21.4%

58.7%

62.0%

45.7%

64.1%

76.5%

35.1%

36.5%

3.9%

3.9%

2.0%

6.3%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

その他(N=129)

畜産(N=153)

果樹(N=98)

野菜(N=288)

稲作(N=337)
平地農業地域 中山間農業地域 都市的地域

業種*

■業種では「稲作」が最も多く31.7%、次いで「野菜」が28.3%、「畜産」が18.6%。
■営農地域は、稲作と野菜で「平地農業地域」が最も多く、果樹と畜産で「中山間農業地」が
最も多い。「都市的地域」の割合が最も高かったのは野菜で6.3％。

（N=1,412）

業種別営農地域 （N=1,005）

＊ 業種は主たる業種を集計

業種・営農地域1-2

2022年版 農業法人白書（公社）日本農業法人協会Ι１章 会員法人データ ５



64.9

33.5

10.4
17.1

5.3 3.01.8 1.0 0.7
0

20

40

60

80

稲作 露地野菜 果樹

…当協会会員平均
稲 作 N=442
露地野菜 N=175
果 樹 N=106

法人経営体平均*

（㏊）

■全国*

■全国平均と比べ、当協会会員の土地利用型の経営規模は「稲作」36.1倍、「露地野菜」33.5倍、
「果樹」14.9倍、「施設園芸」8.2倍。

■「稲作」を15ha以上耕作している経営体の割合は、当協会会員は91.6％、全国では1.8％と
会員の経営規模は大きい先が多い。

23,896.8

6,974.4

2,896.6

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

施

当協会会員平均

法人経営体*

全国*

(㎡)

92.6%

1.8%

5.6%

6.6%

1.8%

91.6%

0% 50% 100%

全国*

当協会
会員

（N=442）

５ha未満

5～15ha未満

15ha以上

95.9%

30.8%

2.7%

20.2%

1.5%

49.0%

0% 50% 100%

全国*

当協会
会員

（N=396）

５ha未満

５～10ha未満

10ha以上

96.8%

18.6%

2.4%

19.5%

0.7%

61.9%

0% 50% 100%

全国*

当協会
会員

（N=118）
３ha未満

３～５ha未満

５ha以上

果樹

野菜

稲作耕種

施設園芸

土地利用型

＊ 「2020年農林業センサス」（農林水産省）（ https://www.maff.go.jp/j/tokei/census/afc/2020/ ）をもとに
（公社）日本農業法人協会作成。（以下、「 2020年農林業センサス」と表記）

全国比
36.1倍

法人経営体比
3.8倍

全国比
33.5倍

法人経営体比
6.3倍

全国比
14.9倍

法人経営体比
3.5倍

全国比
8.2倍

法人経営体比
3.4倍

経営規模1-3
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経営規模

…当協会会員平均
肉用牛
（肥育・繁殖） N=45
酪農（乳用牛） N=52
養豚（母豚） N=72
採卵鶏 N=61

法人経営体平均*

■全国平均と比べ、当協会会員の畜産の経営規模は、「肉用牛」28.9倍、「酪農」6.3倍、
「養豚」6.1倍、「採卵鶏」3.7倍。

■「肉用牛」を500頭以上飼育している経営体の割合は、当協会会員は62.2％、全国では3.5％と
大規模先が多い。

1626.5

605.6
747.0

213.9
422.5

276.6 214.8 155.6
56.3 95.8 123.1 57.9

0
200
400
600
800

1,000
1,200
1,400
1,600
1,800

肉用牛 酪農（乳用牛） 養豚（母豚） 採卵鶏

（頭･千羽）

98.0%

30.8%

1.2%

36.5%

0.9%

32.7%

0% 50% 100%

全国*

当協会
会員

（N=52）

１～199頭 200～499頭
500頭以上

64.8%

6.9%

18.3%

18.1%

16.9%

75.0%

0% 50% 100%

全国*

当協会
会員

（N=72）

１～1,999頭 2,000～4,999頭
5,000頭以上

畜産

酪農 養豚 採卵鶏

肉用牛

畜産

＊ 2020年農林業センサス

64.8%

9.8%

18.3%

54.1%

16.9%

36.1%

0% 50% 100%

全国*

当協会
会員

（N=61）

１～9,999頭 10,000～99,999頭
100,000頭以上

93.7%

24.4%

2.8%

13.3%

3.5%

62.2%

0% 50% 100%

全国*

当協会
会員

（N=45）

１～299頭 300～499頭
500頭以上

全国比
28.9倍

法人経営体比
3.8倍

全国比
6.3倍

法人経営体比
2.2倍

全国比
6.1倍

法人経営体比
3.5倍

全国比
3.7倍

法人経営体比
1.4倍

1-4

■全国*
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1,205 1,217 1,254 1,261 1,235 

657 663 671 671 670 

424 460 485 491 506 

228 
351 

287 285 285 

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

2018 2019 2020 2021 2022

肉用牛（N=20・肥育牛頭数）
養豚（N=37・母豚頭数）
酪農（N=17・経産牛頭数）
採卵鶏（N=24・飼養羽数（千羽））

■業種によってバラツキがあるものの、経営規模は概ね拡大傾向。
■特に「稲作（75.6ha）」は前年比103％と他の業種と比べ拡大が進んでいる。

畜産*

13,449 13,642 13,689 

14,127 14,243 

13,388 
13,412 13,471 

13,353 

14,077 

7,290 7,503 
7,814 7,814 7,814 

7,000

9,000

11,000

13,000

15,000

2018 2019 2020 2021 2022

施設花き・花木（N=16）
施設野菜（N=17）
きのこ（N=7）

施設型*

66.1 68.3 
71.1 73.1 

75.6 

31.6 33.9 34.2 35.3 34.3 

10.1 10.4 10.5 10.5 10.6 

5

15

25

35

45

55

65

75

2018 2019 2020 2021 2022

稲作（N=243）
露地野菜（N=65）
果樹（N=44）

土地利用型*
（単位：ha）

（単位：㎡）

＊ ５年連続で回答した先のみ集計。

業種別の平均経営規模の推移1-5
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87.0%

26.1%

2.7%

8.8%

23.8%

8.6%

2.1%

14.1%

10.7%

1.3%

15.9%

20.9%

0.7%

15.6%

41.9%

0.1%

4.5%

15.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国*

法人経営体*

当協会会員

～1,000万円未満 1,000万円～3,000万円未満 3,000万円～5,000万円未満 5,000万円～１億円未満 １億円～５億円未満 ５億円以上

■売上高規模別では「１億円以上」の先は57.2％となっており、全国の0.8％を
大きく上回る。全業種の平均売上高は３億7,558万円。

■一方、「1,000万円未満」の先は2.7％となっており、全国の87.0％と比べ僅
少。

売上高規模別割合

* 2020年農林業センサス

57.2%
１億円
以上

20.1%
１億円
以上

0.8%
１億円
以上

売上規模1-6

2022年版 農業法人白書（公社）日本農業法人協会Ι１章 会員法人データ ９



■平均売上高は、全業種で３億7,558万円、耕種で２億1,386万円、
畜産で10億2,490万円。

１億1,394万円

２億7,040万円

２億7,805万円

２億2,351万円

１億8,364万円

６億5,085万円

８億7,897万円

９億7,522万円

７億1,296万円

13億5,186万円

17億8,305万円

1.6%

6.8%

7.0%

7.7%

18.0%

35.2%

21.8%

23.9%

30.5%

3.1%

8.2%

16.3%

5.8%

6.3%

10.0%

24.1%

21.0%

19.4%

31.6%

18.8%

43.8%

27.4%

18.6%

25.0%

46.9%

58.0%

24.1%

38.1%

37.3%

32.1%

50.0%

26.6%

35.6%

30.2%

30.8%

31.3%

12.0%

12.0%

12.0%

14.9%

4.8%

31.3%

25.0%

21.9%

27.9%

30.8%

15.6%

2.0%

4.6%

7.0%

4.5%

1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ブロイラー（n=16）

採卵鶏（n=64）

養豚（n=73）

肉用牛（n=43）

酪農（n=52）

きのこ（n=32）

花き（n=50）

果樹（n=108）

野菜（n=357）

麦類・穀類・芋類・工芸（n=67）

稲作（n=393）
～5,000万円未満 5,000万円～１億円未満 １億円～３億円未満 ３億円～10億円未満 10億円以上

業種別 売上高規模構成・平均売上高

耕
種

畜
産

（全業種平均売上高）

３億7,558万円（N=1,255）*

（耕種平均売上高）

２億1,386万円

（畜産平均売上高）

10億2,490万円

売上の構成①（業種別）1-7
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1,486 1,471 
1,384 

1,520 

1,398 

1,250

1,450

1,650

2018 2019 2020 2021 2022

（単位：万円・N＝170）＊

■ 2021年の平均売上高はコロナ等による需要の減退により若干落ち込んでいた一方、
2022年の平均売上高は前年比113.9％の３億7,558万円で、長期的には増加傾向。

■従事者１名あたりの売上高は1,398万円と前年比92.0%と若干の落ち込み。
■規模拡大の意向は土地利用型は「拡大したい」が48.7%、畜産は「現状維持」が 62.4％。

23.5%

38.5%

31.9%

36.4%

25.7%

38.4%

40.1%

35.8%

29.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2020
（N=872）

2021
（N=1,393）

2022
（N=1,333）

増収 横這い 減収

34,738 
34,565 

35,436 

32,987 

37,558 

25,000

30,000

35,000

40,000

2018
（N=1,120）

2019
（N=970）

2020
（N=948）

2021
（N=1,291）

2022
（N=1,255）

平均売上高の推移

従事者１名あたり売上高の推移

売上前年比の売上実績推移

今後１年間の作付面積・飼養頭羽数予定

（単位：万円）

* ５年連続で回答した先のみ集計

31.8%

48.7%

62.4%

48.4%

5.8%

2.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

畜産
（N=258）

土地利用型
（N=952）

拡大したい 現状維持 縮小したい

売上の構成②（推移・前年比など）1-8
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■販売先は、稲作・畜産が「農協系統」、野菜が「小売業者」、果樹が「個人消費者
（直売所等）」の割合が高い。

■「個人消費者（オンライン）」については、「果樹」が12.8％と最も高く、
次いで「稲作」「その他」が2.6%と続く。

26.0%

37.6%

11.1%

18.8%

40.2%

11.7%

24.1%

12.0%

17.7%

21.2%

20.8%

9.4%

13.7%

23.4%

10.5%

20.1%

8.2%

6.8%

15.4%

4.9%

2.6%

0.8%

12.8%

0.3%

2.6%

4.5%

6.1%

30.8%

5.4%

5.9%

11.0%

9.8%

6.8%

14.2%

7.2%

3.2%

4.1%

6.0%

4.8%

7.7%

その他
（N=154）

畜産
（N=245）

果樹
（N=117）

野菜
（N=351）

稲作
（N=391）

農協系統 農協以外の集出荷団体 小売業者 卸売市場
個人消費者（オンライン） 個人消費者（直売所等） 食品製造業・外食産業 複数販売先

（N=1,258）主な販売先*¹

*１ 販売先別の取扱い額の割合が最も高い販売先を集計。
*２ 販売先別の取扱い額の割合が割合が最も高い販売先が複数ある場合は、「複数販売先」として集計。

（例：「小売業者」 50%、「個人消費者（オンライン）」50% → 「複数販売先」）

業種別主な販売先1-9
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■経営の多角化に取組む先は71.6％で、全国平均の8.2％及び法人経営体平均の24.3%を大きく上回る。
■稲作は「生産・販売」と「生産・販売・加工」、野菜は「生産・販売」と「生産」、
果樹は「生産・販売・加工」と「生産・販売・加工・観光」、畜産は「生産」の割合が高い。

■稲作は直売による独自の販路開拓や餅などの加工品の製造、果樹は観光農園の経営など、積極的に多
角化に取組んでいることがうかがえる。

23.9%

48.9%

5.7%

32.3%

21.0%

27.2%

16.4%

25.4%

33.8%

41.5%

7.2%

4.2%

4.1%

6.3%

4.2%

29.4%

22.9%

27.0%

15.8%

25.7%

3.3%

0.4%

8.2%

3.0%

2.2%

6.1%

5.0%

22.1%

5.5%

3.8%

2.8%

2.3%

7.4%

3.5%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他
（N=180）

畜産
（N=262）

果樹
（N=122）

野菜
（N=400）

稲作
（N=448）

生産 生産・販売 生産・加工
生産・販売・加工 生産・販売・観光 生産・販売・加工・観光
その他

経営の多角化と業種構成の割合

* 2020年農林業センサス

（N=1,412）

71.6%

24.3%

8.2%

0%

20%

40%

60%

80%

当協会
会員平均

（N=1,412）

法人経営体
平均*

全国平均*

経営の多角化取組先の割合

全国比
+63.4ポイント
法人経営体比

+47.3ポイント

経営の多角化1-10
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～20代 0.0%

～20代 0.6%

～20代 0.1%

1.8%

7.1%

4.8%

5.5%

16.3%

24.2%

13.9%

19.2%

21.8%

34.1%

32.7%

26.9%

30.7%

21.0%

18.6%

13.6%

3.1%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国*

法人経営体*

当協会会員平均
(N＝1,334)

～20代 30代 40代 50代 60代 70代 80代以上

経営主年齢階層別割合

■経営主平均年齢は58.6歳と全国平均と比べ9.2歳若い。
■全国平均と比べ「20代」～「50代」の割合が高く、「70代」以上の割合は低い。

* 2020年農林業センサス

（無回答を除く）

50.9%

43.2%

21.2%

平均年齢 58.6歳

平均年齢 67.8歳

経営者年齢階層1-11
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3.5% 12.1% 11.2% 13.8% 31.1% 14.8% 11.0% 2.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

～５年未満 10年未満 15年未満 20年未満
30年未満 40年未満 40年以上 無回答

43.1%

31.2%

9.7%

7.4%
8.6%

創業者

2代目

3代目

4代目以降

無回答

■経営者が「２代目以降」の経営先は48.3％と創業者の43.1%を若干上回っている。
■設立年数は「（20年以上）30年未満」が約３割と最も多い。
■設立年数が15年を超えると「創業者」の割合が過半を割る。

11.0%

28.2%

37.4%

46.7%

62.0%

73.1%

73.5%

50.0%

41.3%

42.6%

37.4%

29.2%

20.3%

12.3%

12.2%

22.2%

18.7%

13.4%

9.1%

8.2%

7.6%

4.1%

6.1%

5.6%

20.6%

10.5%

7.1%

3.6%

2.5%

3.5%

2.0%
5.6%

8.4%

5.3%

9.1%

12.3%

7.6%

7.0%

6.1%

16.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

40年以上
（N=155）

40年未満
（N=209）

30年未満
（N=439）

20年未満
（N=195）

15年未満
（N=158）

10年未満
（N=171）

～5年未満
（N=49）

無回答
（N=36）

創業者 ２代目 ３代目 ４代目以降 無回答

経営者○代目 設立年数と経営世代の内訳

経営者の年齢と承継代別割合

（N=1,412） （N=1,412）

設立年数 （N=1,412）

「２代目以降」
48.3%

1-12
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17.9 17.7 17.3 18.5 18.5

0

10

20

30

2018 2019 2020 2021 2022*⁵

■平均役員数は3.1名で、平均従事者数*¹は19.9名。
■過去５年の平均従事者の推移は、18名前後で横這いとなっている。

*1 従事者数＝役員、正社員、常勤パート人数の合計
*2 5年連続で回答した先のみ集計。（N=615）

13.7% 27.6% 28.6% 15.4% 6.1% 8.6%役員数 N=1,391

１名 ２名 ３名 ４名 ５名 ６名以上役員と従事者数別の割合

43.8%

29.0%

15.9%

8.0%

3.3% 1~4名
5~9名
10~19名
20~49名
50名以上

正社員雇用者数 常勤パート雇用者数平均従事者数の推移

役員数・従事者数など

（N=1,254） （N=1,028）

11.0% 32.7% 29.7% 19.5% 5.2% 2.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

従事者数 N=1,406

１~４名 ５~９名 10~19名 20~49名 50~99名 100名以上

51.3%

19.8%

16.6%

9.7%

2.5% 1~4名
5~9名
10~19名
20~49名
50名以上

（単位：人・N＝615）＊2 

平均正社員数
11.1名

平均常勤パート数
9.4名

1-13
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■女性を雇用する経営体の割合は、88.6％と全国平均を17.8ポイント上回る。
■女性が経営に参画する経営体の割合は、54.1％と全国平均を16.3ポイント上回る。
■外国人技能実習生受入先は359社で、全体の25.5％。そのうち、６名以上雇用が35.9%。
■特定技能外国人雇用先は219社で、全体の15.6%。そのうち、1～２名雇用が52.5％

70.8%

73.4%

88.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国*

法人経営体*

当協会会員
（N=1,406）

37.8%

54.1%

62.2%

45.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国平均*

当協会会員

経営方針に関与 関与なし

ダイバーシティ①（女性活躍・外国人材等）

女性雇用先の割合 女性参画の割合

88.6％

11.4%

役員のみ………………11.3%
社員のみ………………  9.7%
パートのみ…………… 7.3%
役員・社員……………11.1%
役員・パート………… 8.8%
社員・パート…………17.5%
役員・社員・パート…22.9%

男性のみ………………11.4%

女性が経営に参画している先の割合

22

3

8

20

46

90

129

29

52

48

57

44

36

16

15

37

49

66

0 50 100 150

６名以上

５名

４名

３名

２名

１名

特定技能外国人 N=219 外国人技能実習生 N=359 障がい者 N=189

障がい者・外国人技能実習生・特定技能外国人（N=1,406）

* 2020年農林業センサス

全国比
+17.8ポイント
法人経営体比

+15.2ポイント

全国比
+16.3ポイント
法人経営体比

1.3名

1-14
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ダイバーシティ②（特定技能外国人）

■特定技能制度を「すでに活用している」先は26.6％で、平均雇用人数は3.7人。
■特定技能外国人に対し、「日本語でのコミュニケーション能力」や「社内の活性化」を
期待する声が多い。

（N=1,225）

573

542

454

330

278

173

書類作成等の事務負担が大きい

管理コストが高い

制度が複雑

優秀な人材の獲得競争

人件費が高い

良い登録支援機関が見つからない

特定技能制度の課題 複数回答（単位：先・ N=934 ）

（N=877）

26.6%

6.8%
47.7%

18.9%

すでに活用している
今後、活用を予定している
制度のことは知っているが、予定はわからない
制度のことを知らないので、わからない

46.8%

23.5%

29.8%

自社の実習生のうち優秀な者を特定技能で残す
日本で実習経験した者なら採用する
優秀な者なら日本での経験がなくても採用する

特定技能制度の活用状況

特定技能制度の活用方法

647
434

404
396

282
154

61

日本語でのコミュニケーション能力

社内の活性化

農業に関する専門知識

季節雇用（短期雇用）や人材派遣での活用

人件費コストの削減

国際貢献

その他

複数回答（単位：先・ N=985 ）特定技能外国人への期待

平均雇用人数
3.7名

1-15
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福利厚生・人材育成

福利厚生等の取組み

■農業は季節的条件・天候等に左右されやすいことから「労働時間」と「割増賃金」が
労働基準法の適用除外となっているが、福利厚生等の取組みとして「残業手当」や
「割増賃金」を取入れている先が多い。

■人材育成に向けた取組みは、「外部研修」が最も多く、次いで「業務内容の見える化」。

996

957

916

560

457

409

391

376

289

238

219

199

149

123

30

通勤手当

残業手当

就業規則

割増賃金

変形労働時間

退職金（中退共）

育児休暇

産前産後休暇

住宅手当

介護休暇

退職金（企業）

育児介護短時間勤務

生理休暇

看護休暇

その他

複数回答（単位：先・N=1,268） 人材育成に向けた取組み 複数回答（単位：先・N=926）

448

424

395

245

209

182

90

88

59

29

21

外部研修

業務内容の見える化

責任権限の付与

自己研鑽用の補助

昇格や昇給条件の提示

人事評価の制度化

ジョブローテーション

人材コンサルタント活用

キャリアパスの提示

メンター制度の導入

その他

1-16
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２ 章
農業経営をとりまく課題と取組み



■現在、抱えている経営課題は「資材コスト」が63.4%と最多。長年経営課題のトップであっ
た「労働力」は2021年以降２番目に後退。一方、業種別に経営課題をみると、「野菜」と
「果樹」においては「労働力」が最多。

■コスト高騰を背景に、「農産物の販売価格」や「価格転嫁できない」といった課題も多い。

現在の経営課題

68.5%

45.2%

45.0%

34.0%

32.4%

資材コスト

労働力

農産物の販売価格

基盤整備

価格転嫁ができない

稲作
１位
２位
３位
４位
５位

59.4%

59.1%

48.8%

45.8%

43.7%

労働力

資材コスト

価格転嫁ができない

流通コスト

農産物の販売価格

野菜

58.8%

45.4%

42.9%

36.1%

26.9%

労働力

人材の定着

資材コスト

流通コスト

国内販路の開拓

果樹

77.2%

55.2%

36.3%

30.9%

26.3%

資材コスト

労働力

価格転嫁ができない

人材の定着

農産物の販売価格

畜産

複数回答（単位：先・N=438）

複数回答（単位：先・N=389）

複数回答（単位：先・N=119）

複数回答（単位：先・N=259）

875 63.4%
739 53.6%

514 37.2%
506 36.7%

450 32.6%
435 31.5%

284 20.6%
260 18.8%
254 18.4%
248 18.0%

131 9.5%
126 9.1%
122 8.8%
120 8.7%
96 7.0%
88 6.4%
64 4.6%
55 4.0%
50 3.6%
20 1.4%

資材コスト
労働力

農産物の販売価格
価格転嫁ができない

流通コスト
人材の定着
資金調達

国内販路の開拓
経営継承
基盤整備

輸出
技術開発（品種、AI、農業機械等）

6次産業化
農地制度

環境政策（みどり戦略等）
税制（相続・贈与・経営継承等）

法規制
農産物の安全・安心

セーフティネット（保険等）
その他

現在の経営課題 複数回答（単位：先・N=1, 380）
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経営課題推移（過去５年）

2018 2019 2020 2021 2022

労働力 資材コスト 農産物の販売価格

2-1

１位
２位
３位
４位
５位

１位
２位
３位
４位
５位

１位
２位
３位
４位
５位

１位
２位
３位



929 79.2%
536 45.7%

443 37.8%
398 33.9%

326 27.8%
318 27.1%

76 6.5%
70 6.0%
65 5.5%
61 5.2%
57 4.9%
47 4.0%
46 3.9%
12 1.0%
8 0.7%
6 0.5%
20 1.7%

生産コストの上昇
生産物価格の下落

労働力の不足
価格転嫁ができない
流通コストの上昇

天候不順等による収量の減少
農業等の政策変更
資金調達が困難

自身や従業員の怪我・病気
後継者の不足

海外からの農産物の輸入
消費者行動の変化

地域における離農者の増加
安全・安心に関すること

品種の海外流出
技術・ノウハウの流出

その他

809 60.8%
520 39.1%

420 31.6%
413 31.0%
412 31.0%

289 21.7%
282 21.2%
265 19.9%

185 13.9%
89 6.7%
74 5.6%
51 3.8%
33 2.5%
27 2.0%
73 5.5%

複数販路の確保
収入保険への加入

多品目生産
スマート農業の導入

多角化経営
資材購入先の変更
外国人材の活用
国内資材の活用

民間保険への加入
異業種展開

他地域・他県での生産
災害等に備えた準備・計画の策定

営業秘密の管理
その他

特にしていない

■経営リスクは、「生産コストの上昇」「生産物価格の下落」「労働力の不足」が多い。
■経営リスクに対する対策は「複数販路の確保」が最多。次いで、「収入保険への加入」。
■収入保険への加入状況は、売上規模が大きくなるほど「未加入」先の割合が多くなっている。
■事業継続計画（BCP）の策定状況は3.8％で、民間企業に比べ取組みが進んでいない状況が
明らかになった。
経営リスク 経営リスクへの対策複数回答（単位：先・N=1, 173） 複数回答（単位：先・N=1, 331）

3.8%

17.7%

0%

10%

20%

当協会会員
（N=1,331）

民間企業*²

事業継続計画（ＢＣＰ）の策定状況

*１ 農林水産省「収入保険データ集（令和４年11月末時点）」2023年１月
*２ (株)帝国データバンク「事業継続計画（BCP）に対する企業の意識調査」2022年6⽉

収入保険加入率

39.1%
32.4%

21.5%

0%

20%

40%

60%

当協会会員
（N=1,331）

法人経営体*¹ 個人*¹

売上規模別収入保険加入状況 （N=1,215）

17.5%

23.7%

37.4%

47.3%

52.3%

82.5%

76.3%

62.6%

52.7%

47.7%

10億円以上

３億円～10億円未満

１億円～３億円未満

5,000万円～１億円未満

～5,000万円未満
加入 未加入

経営リスク2-2
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562

472

412

400

319

311

243

195

103

43

22

SNSを活用した情報発信

オンライン会議の活用

オンラインセミナー・商談会への参加

自社運営通販サイト

電子帳簿の活用

外部通販サイト

キャッシュレス化の推進

ペーパーレス化の推進

eMAFF

電子承認（電子印鑑）の導入

その他

■ ITツールを「活用している」先は79.9%で、そのうち「SNSを活用した情報発信」が
最も多く562先、次いで「オンライン会議」が472先。

■経営者年齢階層別のITツールの導入状況は、高齢になるほど「未導入」の割合が多い。

ITツールの活用状況 複数回答（単位：先・N=1,270）

78.3%

91.5%

79.1%

82.5%

75.1%

21.7%

8.5%

20.9%

17.5%

24.9%

その他（N=161）

果樹（N=118）

畜産（N=234）

野菜（N=371）

稲作（N=386）
導入済 未導入

業種別

57.1%

70.4%

76.6%

85.8%

84.5%

95.2%

42.9%

29.6%

23.4%

14.2%

15.5%

4.8%

80代～（N=35）

70代（N=203）

60代（N=329）

50代（N=268）

40代（N=296）

～30代（N=63）
導入済 未導入

経営者年齢階層別

活用している

79.9%

ITツールの活用状況2-3
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■スマート農業技術を「導入している」先は72.4％で、「農薬・肥料散布のための先進機器」や
「生産プロセスの管理支援システム」を導入している先が多い。

■一方、導入しない理由は「実情に合わない」や「初期費用が高額」は多い。
■業種別の導入割合では、「稲作」が82.3％と多く、「果樹」が54.1%と最も少ない。

264

237

209

169

166

147

146

137

95

59

120

農薬・肥料散布のための先進機器

生産プロセスの管理支援システム

スマート田植機

水管理・潅水・散水システム

スマートトラクタ

センシング機器・カメラ・発情検知器等

施肥の調節・自動化のための先進機器

経営や出荷の管理支援システム

スマート収穫機

作業プロセスをアシストする先進機器

その他

複数回答（単位：先・N=1,164）

スマート農業技術を導入しない理由
複数回答（単位：先・N=318）

166

139

75

67

46

27

実情に合わない

初期投資が高額

収益性向上が見込めない

機器の性能が不十分

導入の方法が分からない

その他

（N=1,164）

66.7%

54.1%

73.3%

68.1%

82.3%

33.3%

45.9%

26.7%

31.9%

17.7%

その他（N=132）

果樹（N=98）

畜産（N=202）

野菜（N=342）

稲作（N=390）
導入済 未導入

業種別

57.6%

66.3%

69.7%

72.7%

79.6%

82.0%

42.4%

33.7%

30.3%

27.3%

20.4%

18.0%

80代～（N=33）

70代（N=193）

60代（N=287）

50代（N=245）

40代（N=279）

～30代（N=61）
導入済 未導入

経営者年齢階層別 （N=1,098）

導入している

72.4%

スマート農業技術の導入割合

スマート農業技術の導入2-4
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■今後の設備資金調達は、「金融機関」の回答が724先と最も多い。そのうち調達先として
期待している金融機関は「日本公庫」が67.0％と最も多い。

■今後の設備投資の目的は「更新・維持・補修」が58.9％と最多。
■設備投資の目的を経営者年代別でみると、40代以下は「増産・規模拡大」63.4％が高く、

70代以上は「更新・維持・補修」が68.2％、「合理化・省力化」が49.3％と高い。
設備資金の調達先 複数回答（単位：先） 設備投資の目的（今後１年間） 複数回答（N=912）

798(85.8%)

340(36.6%)

82(8.8%)

14(1.5%)

31(3.3%)

724(90.8%)

265(33.2%)

51(6.4%)

9(1.1%)

25(3.1%)

金融機関

自己資金

役員や家族

投資会社等

その他

過去1年間（N=930）
今後1年間（N=797）

過去１年間 今後１年間

■日本公庫 67.8％

■銀行・信金等 67.0%

■農協系統 61.7％

■日本公庫 67.0％

■農協系統 64.5％

■銀行・信金等 63.1%

設備投資の目的（過去１年間経営者年代別）

１位 更新・維持・補修 58.9％

２位 増産・規模拡大 53.4％

３位 合理化・省力化 46.4％

４位 新規部門の導入 15.1％

５位 その他 2.2％

１位 増産・規模拡大 63.4％

２位 合理化・省力化 53.6％

３位 更新・維持・補修 51.2％

～40代

50代～
60代

１位 更新・維持・補修 68.2％

２位 合理化・省力化 49.3％

３位 増産・規模拡大 36.8％

70代～

複数回答（N=977）

１位 更新・維持・補修 60.9％

２位 合理化・省力化 47.6％

３位 増産・規模拡大 44.7％

金融機関との取引2-5
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■海外事業に「既に取組んでいる」先は12.9％を占める。そのうち、輸出事業は7.5％。
■輸出先国は、上位から香港・シンガポール・台湾とアジア地域が続き、次いでアメリカ。
■輸出先国別の輸出金額は「100万～500万未満」が最多。

98

48

34

10

8

7

6

90

52

45

38

37

32

36

輸出事業

商談会参加

視察研修

現地法人設立

技術指導（無償指導）

資材等の直接輸入

技術指導（有償指導）

既に取組んでいる N=131
検討中 N=118

（N=1,300） （複数回答・N=77）

海外事業への取組み状況
輸出先国別輸出金額 （複数回答・N=98）

42

43

20

14

4

2

～100万円未満

100万円～500万円未満

500万円～1,000万円未満

1,000万円～5,000万円未満

5,000万円～1億円未満

1億円～

12.9%

16.6%
70.5% 既に取組んでいる

検討中
検討もしていない

海外事業展開 輸出先国
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１位 香 港 35先

２位 シンガポール 19先

台 湾 19先

４位 アメリカ 16先

５位 中 国 8先

海外事業展開①（取組内容・輸出先国など）2-6



■海外事業展開の課題としては、「情報収集」が185先と最多。「物流コスト（国外）」も
131先と多く、安心して海外で事業を行うことが可能な環境整備が求められる。

■海外事業展開のうち、海外生産に取組む理由としては、「海外では高品質な農産物の需要
が高い」が最も多く、海外の需要に目を向けている先が多いことがうかがえる。

185
131

101
96

87
80

70
66

62
61

50
48
46

41
36
34

25
8

情報収集
（国外）物流コスト
（国外）検疫条件

商習慣
（国内）物流コスト

貿易知識
（国内）貿易商社

言葉
為替

（国外）物流業者
（国外）貿易商社
（国内）検疫条件
（国内）物流業者

生産体制
商品開発

生産技術・認証取得向上
事業資金
その他

海外事業展開に取組む際の課題
複数回答（単位：先・N=318）

42

30

27

18

16

11

10

7

海外では高品質な農産物の需要が高い

日本国内では需要が先細り

日本国内では生産コストが高い

日本国内では経営規模拡大が難しい

疾病・価格変動等リスクの回避

国内に逆輸入する

輸出では利益が出ない

その他

海外事業展開のうち
海外生産の実施・検討理由 複数回答（単位：先・N=83）

海外事業展開②（海外事業展開の課題・海外生産）2-7
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３ 章
持続的な農業生産に向けた取組み



■「みどりの食料システム戦略」を「知らなかった」先は34.6%。一方、持続的な農業生産に
「既に取り組んでいる」先の割合は53.7％となっている。

■持続的な農業生産に取組む目的は「将来において農業を続けるため」が最も多く、
取組まない理由は「具体的に何をすべきかわからない」が最も多い。

551

541

408

304

40

将来において農業を続けるため

「安全・安心」な農産物の生産のため

地球環境を維持するため

自社の差別化のため

その他

191

107

72

68

16

具体的に何をすべきかわからないから

手間や時間を要するから

取組んでも経営にメリットがないから

費用がかかるから

その他

「みどりの食料システム戦略」について （N=1,303）

持続的な農業生産への取組み （N=1,208）

持続的な農業生産に取組む目的 複数回答（単位：先・N=825）

持続的な農業生産に取組まない理由 複数回答（単位：先・N=334）

53.7%

16.1%

30.2% 既に取組んでいる

今後取掛かる予定

取組む予定はない

33.4%

32.0%

34.6%

戦略の内容について知っていた

戦略があることは知っていたが、
その内容については知らなかった

知らなかった

「みどりの食料システム戦略」・持続可能な農業生産3-1
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■有機農業に「すでに取組んでいる」先の割合は27.5％となっており、
全国平均比で21.1 ポイント高く、有機JAS取得割合も全国に比べ高い水準となっている。

■「すでに取組んでいる」先は、営農地域では「都市的地域」の割合が高く、
経営規模別先ではどの階層でも３割前後となっている。

（N=914） 有機ＪＡＳ取得割合

営農地域別 有機農業への取組み 経営規模別 有機農業への取組み

*１ 2020年農林業センサス
*２ 農林水産省「県別有機認証事業者数（令和３年３月31日現在）」

25.2%

31.0%

26.5%

29.4%

26.0%

15.3%

18.3%

28.2%

18.2%

16.0%

59.5%

50.7%

45.3%

52.4%

58.0%

100ha以上（N=111）

50～100ha未満（N=142）

30～50ha未満（N=117）

5～30ha未満（N=286）

5ha未満（N=200）

すでに取組んでいる 取組む予定がある 取組む予定はない

25.8%

28.3%

30.3%

18.3%

19.5%

9.1%

55.9%

52.1%

60.6%

平地農業地域
（N=455）

中山間農業地域
（N=399）
都市的地域
（N=33）

すでに取組んでいる 取組む予定がある 取組む予定はない

（N=886） （N=856）

有機農業への取組み

すでに
取組んでいる

27.5%

27.5%

11.8%

6.4%

0%

20%

40%

当協会
会員平均

法人経営体
平均*1

全国平均*1

有機JAS取得割合

9.5%
参考：全国有機JAS

取得割合は0.4%*²

全国比
+21.1ポイント
法人経営体比

+15.7ポイント

有機農業3-2
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■再生可能エネルギーを「活用している」先の割合は24.1%で、「太陽光発電」を導入している先
が多い。

■売上規模別にみると売上規模が大きくなるほど再生可能エネルギーを「活用している」割合が
高くなり、「10億円以上」の先の半数が再生可能エネルギーを活用している。

■業種別にみると「畜産」が36.6％と再生可能エネルギーを「活用している」割合が高い。

再生可能エネルギーの活用 複数回答（単位：先・N=1,114）

活用している

24.1%

27.6%

21.0%

36.6%

22.7%

16.7%

72.4%

79.0%

63.4%

77.3%

83.3%

その他（N=145）

果樹（N=100）

畜産（N=213）

野菜（N=321）

稲作（N=335）

業種別
活用している 活用していない

233

21

19

10

3

2

0

7

太陽光

太陽光（ソーラーシェアリング）

バイオマス（木質）

バイオマス（メタン発酵）

風力

温泉熱

小水力

その他

（N=1,303）
GHG排出量の把握

把握している

14.1%

50.0%

35.3%

22.6%

15.5%

16.7%

50.0%

64.7%

77.4%

84.5%

83.3%

10億円以上（N=98）

～10億円未満（N=153）

～3億円未満（N=341）

～1億円未満（N=220）

～5千万円未満（N=198）

活用している 活用していない

売上規模別

再生可能エネルギー・GHG排出量3-3
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■国産資材を「活用している」先の割合は80.6%で、「堆肥（家畜排せつ物）」の活用が最も多い。
■国産資材の活用意向については「現状維持」が53.8％と最多で、次いで「更に取組みたい」が

21.3％となった。
■一方、国産資材等を生産するための「生産資材が高い」や「労働力の確保」といった課題も多い。

国産資材の課題
664

488
447

412
333

235
228

198
24

生産資材が高い
労働力の確保

設備投資の負担が重い
運搬費用
販売価格

耕畜連携（マッチング）
農地の確保

販売先の確保
その他

複数回答（単位：先・N=1,168）

国産資材の活用意向 （N=1,222）

国産資材に取組む理由 （N=972）

17.9%

21.3%
53.8%

0.5%
6.5%

新たに取組みたい

更に拡大したい

現状維持

縮小する

今後も取組まない

432

361

323

214

133

47

輸入資材の確保に不安がある

生産物の付加価値に繋がる

輸入資材が高い

耕種・畜産農家から頼まれている

作付のローテーションに都合が良い

その他

国産資材の活用 複数回答（単位：先・N=1,286）

活用している

80.6%

938

293

202

45

堆肥
（家畜排せつ物）

飼料

敷料

その他

汚泥堆肥、もみ殻燻炭、
食品残渣、竹チップ、
落葉、草笹チップ等

国産資材（堆肥・飼料・敷料・その他）3-4
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34,738 34,565 

35,436 32,987 
37,556 

36,282 34,909 

31,522 32,751 

25,000

30,000

35,000

40,000

2018 2019 2020 2021 2022*³

当協会会員 中小企業*¹

■売上規模別では「１億円以上」の先は57.2％で、中小企業の36.1％を21.1ポイント上回る。
また、平均従事者数は18.5名で、中小企業の15.2名を３名上回った。

■一方、従事者１名あたりの売上高は中小企業に比べて約３割ほど低く、生産性に課題が
ある事が浮き彫りとなった。

【付録】中小企業との比較について

平均売上高の推移 従事者１名あたり売上高の推移（単位：万円）

平均従事者数の推移売上規模
（人）

14.7%

2.7%

21.5%

8.6%

11.6%

10.7%

16.2%

20.9%

26.1%

42.0%

10.0%

15.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

中小企業

当協会会員

～1,000万円未満 1,000万円～3,000万円未満 3,000万円～5,000万円未満
5,000万円～1億円未満 1～5億円未満 5億円以上

（単位：万円）

*１ 「令和3年中小企業実態基本調査」（中小企業庁）（ https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/chousa/kihon/index.htm ）
をもとに（公社）日本農業法人協会作成。

*２ 5年連続で回答した先のみ集計
*３ 2022年中小企業データは、2023年６月時点では未公表。

1,486 1,471 1,384 
1,520 

1,398 

2,194 2,182 
2,039 

2,158 

1,250
1,450
1,650
1,850
2,050
2,250
2,450

2018 2019 2020 2021 2022*³

当協会会員（N=170)*²
中小企業*¹

17.9 17.7 17.3 18.5 18.5

16.5 
16.0 

15.5 
15.2 

0

10

20

30

2018 2019 2020 2021 2022*³

当協会会員*²
中小企業*¹

57.2%

36.1%
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